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「第４００回 判例・事例研究会」 

 

日 時 令和４年１２月２１日 

場 所 湊総合法律事務所 第１会議室 

報告者 弁護士 横 田 将 宏 

 

 

事件の表示 

事 件 名  投稿記事削除請求事件 

事件番号  最高裁第２小法廷判決 令和２年（受）第１４４２号 

判決日付  令和４年６月２４日 

 

 

判示事項 

プライバシーに属する事実を摘示するツイート（以下「本件各ツイート」

という）によりプライバシーが侵害されたと主張する上告人が、ツイッター

を運営して本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける被上告人に対し、人格

権に基づき、本件各ツイートの削除を求めることができるか否かは、本件事

実の性質及び内容、本件各ツイートによって本件事実が伝達される範囲と上

告人が被る具体的被害の程度、上告人の社会的地位や影響力、本件各ツイー

トの目的や意義、本件各ツイートがされた時の社会的状況とその後の変化な

ど、上告人の本件事実を公表されない法的利益と本件各ツイートを一般の閲

覧に供し続ける理由に関する諸事情を比較衡量して判断すべきもので、その

結果、上告人の本件事実を公表されない法的利益が本件各ツイートを一般の

閲覧に供し続ける理由に優越する場合には、本件各ツイートの削除を求める

ことができるものと解するのが相当であるとした事例（積極）。 

 

 

事案の概要（判決理由より抜粋） 

１ 本件は、上告人が、ツイッターにより、上告人のプライバシーに属する事

実をみだりに公表されない利益等が侵害されていると主張して、ツイッタ

ーを運営する被上告人に対し、人格権ないし人格的利益に基づき、本件各ツ

イートの削除を求める事案である。 

２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

（１）上告人は、平成２４年４月、旅館の女性用浴場の脱衣所に侵入したとの

被疑事実で逮捕された。上告人は、同年５月、建造物侵入罪により罰金刑

に処せられ、同月、その罰金を納付した。 

（２）上告人が上記被疑事実で逮捕された事実（以下「本件事実」という。）
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は、逮捕当日に報道され、その記事が複数の報道機関のウェブサイトに掲

載された。 

 同日、ツイッター上の氏名不詳者らのアカウントにおいて、本件各ツイ

ートがされた。本件各ツイートは、いずれも上記の報道記事の一部を転載

して本件事実を摘示するものであり、そのうちの一つを除き、その転載さ

れた報道記事のウェブページへのリンクが設定されたものであった。な

お、報道機関のウェブサイトにおいて、本件各ツイートに転載された報道

記事はいずれも既に削除されている。 

（３）上告人は、上記の逮捕の時点では会社員であったが、現在は、その父が

営む事業の手伝いをするなどして生活している。また、上告人は、上記逮

捕の数年後に婚姻したが、配偶者に対して本件事実を伝えていない。 

（４）利用者が上告人の氏名を条件としてツイートを検索すると、検索結果と

して本件各ツイートが表示される。 

３ 原審は、上記事実関係の下において、要旨次のとおり判断して、上告人の

請求を棄却した。 

 被上告人がツイッターの利用者に提供しているサービスの内容やツイッ

ターの利用の実態等に照らすと、上告人が被上告人に対して本件各ツイート

の削除を求めることができるのは、上告人の本件事実を公表されない法的利

益と本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける理由に関する諸事情を比較

衡量した結果、上告人の本件事実を公表されない法的利益が優越することが

明らかな場合に限られると解するのが相当であるところ、上告人の本件事実

を公表されない法的利益が優越することが明らかであるとはいえない。 

 

 

本判決の判断の要旨（判決理由より抜粋） 

４ しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由

は、次のとおりである。 

（１）個人のプライバシーに属する事実をみだりに公表されない利益は、法

的保護の対象となるというべきであり、このような人格的価値を侵害さ

れた者は、人格権に基づき、加害者に対し、現に行われている侵害行為

を排除し、又は将来生ずべき侵害を予防するため、侵害行為の差止めを

求めることができるものと解される（最高裁平成１３年（オ）第８５１

号、同年（受）第８３７号同１４年９月２４日第三小法廷判決・裁判集

民事２０７号２４３頁、最高裁平成２８年（許）第４５号同２９年１月

３１日第三小法廷決定・民集７１巻１号６３頁参照）。そして、ツイッ

ターが、その利用者に対し、情報発信の場やツイートの中から必要な情

報を入手する手段を提供するなどしていることを踏まえると、上告人

が、本件各ツイートにより上告人のプライバシーが侵害されたとして、

ツイッターを運営して本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける被上告

人に対し、人格権に基づき、本件各ツイートの削除を求めることができ
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るか否かは、本件事実の性質及び内容、本件各ツイートによって本件事

実が伝達される範囲と上告人が被る具体的被害の程度、上告人の社会的

地位や影響力、本件各ツイートの目的や意義、本件各ツイートがされた

時の社会的状況とその後の変化など、上告人の本件事実を公表されない

法的利益と本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける理由に関する諸事

情を比較衡量して判断すべきもので、その結果、上告人の本件事実を公

表されない法的利益が本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける理由に

優越する場合には、本件各ツイートの削除を求めることができるものと

解するのが相当である。原審は、上告人が被上告人に対して本件各ツイ

ートの削除を求めることができるのは、上告人の本件事実を公表されな

い法的利益が優越することが明らかな場合に限られるとするが、被上告

人がツイッターの利用者に提供しているサービスの内容やツイッターの

利用の実態等を考慮しても、そのように解することはできない。 

（２）本件事実は、他人にみだりに知られたくない上告人のプライバシーに

属する事実である。他方で、本件事実は、不特定多数の者が利用する場

所において行われた軽微とはいえない犯罪事実に関するものとして、本

件各ツイートがされた時点においては、公共の利害に関する事実であっ

たといえる。 

 しかし、上告人の逮捕から原審の口頭弁論終結時まで約８年が経過

し、上告人が受けた刑の言渡しはその効力を失っており（刑法３４条の

２第１項後段）、本件各ツイートに転載された報道記事も既に削除され

ていることなどからすれば、本件事実の公共の利害との関わりの程度は

小さくなってきている。また、本件各ツイートは、上告人の逮捕当日に

されたものであり、１４０文字という字数制限の下で、上記報道記事の

一部を転載して本件事実を摘示したものであって、ツイッターの利用者

に対して本件事実を速報することを目的としてされたものとうかがわ

れ、長期間にわたって閲覧され続けることを想定してされたものである

とは認め難い。さらに、膨大な数に上るツイートの中で本件各ツイート

が特に注目を集めているといった事情はうかがわれないものの、上告人

の氏名を条件としてツイートを検索すると検索結果として本件各ツイー

トが表示されるのであるから、本件事実を知らない上告人と面識のある

者に本件事実が伝達される可能性が小さいとはいえない。加えて、上告

人は、その父が営む事業の手伝いをするなどして生活している者であ

り、公的立場にある者ではない。 

 以上の諸事情に照らすと、上告人の本件事実を公表されない法的利益

が本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける理由に優越するものと認め

るのが相当である。したがって、上告人は、被上告人に対し、本件各ツ

イートの削除を求めることができる。 

５ 以上と異なる原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令

の違反がある。論旨はこの趣旨をいうものとして理由があり、原判決は破
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棄を免れない。そして、以上に説示したところによれば、上告人の請求を

認容した第１審判決（略）は正当であるから、被上告人の控訴を棄却すべ

きである。 

 

＜引用判例＞ 

投稿記事削除仮処分決定認可決定に対する抗告審の取消決定に対する許可

抗告事件 

事件番号  最高裁第３小法廷決定 平成２８年（許）第４５号 

判決日付  平成２９年１月３１日 

判決要旨  利用者の求めに応じてインターネット上のウェブサイトを検

索し，ウェブサイトを識別するための符号であるＵＲＬを検索結

果として当該利用者に提供する事業者が，ある者に関する条件に

よる検索の求めに応じ，その者のプライバシーに属する事実を含

む記事等が掲載されたウェブサイトのＵＲＬ並びに当該ウェブサ

イトの表題及び抜粋を検索結果の一部として提供する行為の違法

性の有無について，当該事実の性質及び内容，当該ＵＲＬ等が提

供されることによって当該事実が伝達される範囲とその者が被る

具体的被害の程度，その者の社会的地位や影響力，上記記事等の

目的や意義，上記記事等が掲載された時の社会的状況とその後の

変化，上記記事等において当該事実を記載する必要性など，当該

事実を公表されない法的利益と当該ＵＲＬ等を検索結果として提

供する理由に関する諸事情を比較衡量して判断し，当該事実を公

表されない法的利益が優越することが明らかな場合には，上記の

者は，上記事業者に対し，当該ＵＲＬ等を検索結果から削除する

ことを求めることができる。 

 

 

以 上 


